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要　　約

1．研究の目的と方法

本研究の目的は、戦後日本の農村部における生活改善普及事業および生活改良普及員の活動

経験から、現在の途上国の農村開発への教訓を引き出し、「生活改善普及型農村開発アプローチ」

の途上国への応用可能性を吟味し、これを実現させるための対応策を提案することにある。本

報告では、現在の開発援助におけるファシリテーターの現状と課題を整理し、次に日本におけ

るファシリテーターとしての生活改良普及員（以下、生改）の活動内容および活動方法を分析

して、「生改型」ファシリテーターの特徴を明らかにする。この結果を踏まえて、生改型ファシ

リテーターの要素を現在の途上国の農村開発にどのように活かせるかについて考察する。

なお、本研究では「ファシリテーター」を、「住民とじかに接しながら住民主体の開発プロセ

スを促進する開発ワーカー」と定義する。この定義によって、参加型開発手法を取り入れたワ

ークショップ等の進行役、社会開発系の専門家／ NGO 関係者、専門技術を持たない開発ボラン

ティア、フィールドワーカーや、農業／林業／漁業／保健／識字教育ほか、各種専門技術を持

った普及員、フィールドオフィサー等幅広い範囲の人々を考察の対象に含むことになる。また、

開発援助を受ける当該国の人も、日本人を含め開発援助に携わる当該国外の人も「ファシリテ

ーター」というカテゴリーに含めることができると考える。

2．開発現場におけるファシリテーターの現状と課題

現在開発援助プロジェクトの実施現場で活躍するファシリテーターの多くは、ワークショッ

プや調査等の限定的かつ人工的な場において、住民側のリアリティを引き出すことに貢献して

いる。現状ではマッピングやランキングに代表される参加型ツールを駆使してワークショップ

等の司会進行する「ワークショップ型」ファシリテーターが主で、そうしたファシリテーター

は、ツール中心の限定的な活動に陥りやすく、活動や影響力の持続性に欠けるように思われる。

このような場合には、ファシリテーターの活動は住民のエンパワーメントをめざした態度変容

を促すまでには、容易には至らないのが実情である。

開発現場のファシリテーターの状況を分析すると、以下のような理由で対象住民、他の開発

ワーカー、そして政策環境からも遊離しがちであることが問題点として指摘できる。

①ファシリテーターとは、参加型ツールを用いた調査やワークショップなどイベントの司会

進行役といった一過性の関わりしか持たない存在として、住民に認識されている。時には、

ファシリテーターの態度や行動の意図するところが住民から理解・支持されない。このた

め、ファシリテーターは対象住民から遊離してしまう。

②ファシリテーションという専門性がわかりにくく、ファシリテーターの職務や地位等が確

立されていないために、農村開発に携わる他の開発ワーカーから遊離してしまう。

③ファシリテーターの活動が行政など現地の公的機関とのつながりをもたないために、ファ

シリテーターばかりでなく、そのプロジェクトやモデル地域が行政組織や政策環境から遊

離してしまう。
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このような問題意識に立てば、解決されるべき課題は、ファシリテーターが対象住民、他の

開発ワーカー、政策環境等から「遊離しないためにはどうすればよいのか」を解き明かすこと

にあると考えられる。

3．生活改良普及員の特徴

第二次世界大戦後の日本は、GHQ による指導のもと、新しい農業普及制度（1948 年）の導入

とともに普及実践のパラダイムシフトに取り組んだ。戦中までのトップダウン型アプローチに

おいては農業技術の消極的な受け手であった農民を、「考える（主体性のある）農民」として育

成し、ボトムアップ型普及への転換を図ることが新制度の理念とされた。生改は「農家生活の

向上」と「考える農民の育成」という二つの目標を掲げ、農村女性を対象に活動する新規職種

として誕生した。初期の生改たちは現場活動の試行錯誤の積み上げから、「農家生活の向上」の

ための専門性を築き、「考える農民育成」のための手法を確立し、生改という職業とその支援体

制を徐々に整備していった。このような実績から生改の効果的かつ半世紀を越える持続的な活

動が評価されるに至っている。

ファシリテーターとしての生改の特徴は、以下の 3 点にあると考えられる。

①生改は人々の気づきを促すだけでなく、衣食住、家庭管理といった農家生活全般に関わる

問題に対し、何らかの形で対処できる即戦力的な「生活改善技術」を持っていることによ

って、人々の気づきを遊離させずに、改善へと導くことができる。

②気づいた人が周囲から遊離しないように、組織を育て（「グループ育成」）、改善意欲を持続

させ（｢課題解決｣）、個々の生活改善から社会活動へと発展させる「普及方法」を採用して

いる。

③生改自身が行政組織や技術支援等の「支援体制」に取り込まれているために、行政システ

ムや地方自治体のなかで遊離しない。また気づいた結果、つまり気づきから展開された住

民の活動が、地域および現地行政から遊離してしまわないように、住民活動の「支援体制」

が構築された。

この三つの特徴があったからこそ、生改は住民、他の関連職従事者、行政等から遊離するこ

となく地に根を張った活動が展開でき、「わが家の生活の改善」というミクロな草の根レベルの

活動から出発して、地域全体をマクロに取り込んだ農村開発へと発展させることが可能であっ

たといえよう。

4．開発援助へのインプリケーション

では、「生改型ファシリテーター」を特徴づける「生活改善技術」、「普及方法」、「支援体制」

の三要素はどのように開発援助に活かせるだろうか。

（1）生活改善技術：気づきを遊離させない

生改が拠りどころとする「生活改善技術」は、住民の現状問題への「気づき」をきっかけと

して、問題の解決まで導くための手段である。「わが家の生活を改善する」技術は、住民に即効
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的な実利を与え、自主的活動が継続する効果をもたらす。生改は「住民の実生活」を活動の場

とし、住民側に入り込み、中長期的な活動を展開した。

いっぽう住民のリアリティを引き出すための「ワークショップ型」ファシリテーターの技術

は、ファシリテーター側に実利を生み出すが、住民にとっての利はあまり明確ではないため、

住民の活動意欲はなかなか育たず継続しにくい。またファシリテーターの活動の場が限定的、

人工的、単発的であったり、活動内容が特定のセクターにあらかじめ限定されたりしていれば、

住民の多様な気づきに対応できずに、住民の気づきを遊離させてしまう可能性がある。

■現地に適した生活改善技術の開発

生活全般を網羅する生活改善技術を現地の状況に応じて開発することは、ファシリテーター

のエントリーポイントを多様化する効果がある。また住民のさまざまな気づきにも柔軟に対応

できるため、人々の参画を可能にするだろう。そこで、現地の実情に即した、生活を｢改善｣す

るための応用的な技術を、現地の大学や研究機関等の家政学、社会学関係者や農村開発に従事

する開発ワーカーとともに開発する活動を織り込んではどうだろうか。

（2）普及方法：気づいた人を遊離させない

生改は気づいた人が周囲から遊離しないように「普及方法」に則った活動を展開した。その

「普及方法」とは住民の主体的な「課題解決」を支援し、「グループ育成」を促すことであった。

生活を客観的に見つめ、段階ごとに「課題を解決」する手法により住民の改善意欲を持続させ

ることができ、そして同時に、住民が協力して課題解決に取り組む同志を「グループ」として

育てることによって、将来的にグループが独り立ちして開発プロセスを発展させていくことが

できるようになるのである。

■エンパワーメント手法としての「普及方法」の応用

生改の普及方法は、住民のエンパワーメント発現までの筋道およびファシリテーター側の働

きかけ方の手順を示すものとして応用可能性がある。単発的、限定的なファシリテーターの活

動方法から、いかに連続性を持って中長期的に住民の主体形成に働きかけるかが、現状のファ

シリテーターの課題だと思われる。個々の「課題解決」により短期的改善意欲を継続させなが

ら、「グループ育成」に長期的に取り組む「普及方法」は、エンパワーメント手法の一例として

ファシリテーターの参考になるだろう。

■開発プロセスを促進するための「手段」としての「技術」の有効活用

技術指導的なアプローチでは、技術や指導者への住民の依存度を高めやすく、自ら創意工夫

し生活を改善しようとする自主自立性は育ちにくい。ファシリテーターにとって、個々の技術

を指導することは開発プロセスを促進するための手段であり、目的ではないはずである。技術

指導に陥りがちなファシリテーターにとっては、技術をファシリテーションの手段として用い

る「普及方法」を身につけることによって、住民の主体性を涵養する活動へと転換できる可能

性がある。
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（3）支援体制：気づいた結果を遊離させない

生改は公務員という立場上、安定した雇用と住民からのある程度の信頼が確保されていた。

このために短期的には成果のでにくい活動であっても、長期的な視野に立って取り組むことが

できた。また、生改の研修体系は充実しており、恒常的に技術向上が支援され、関係者との垂

直的・水平的ネットワークの構築に役立った。さまざまなイベントやコンクールなどの機会を

利用し、地域や行政へのフィードバック、啓蒙、広報に生改は尽力した。活動地域における他

セクターの専門家との現場レベルの協働や、共同事業にも積極的に取り組んだ。これらは生活

改善グループおよび生改自身が、地域や行政、他の専門家から遊離しないための工夫でもあっ

た。

■ファシリテーターに対する支援体制整備

ファシリテーターの専門性や地位、所属、給与体系等の支援体制が整備されなければ、ファ

シリテーターは孤立してしまい、さらにその活動効果も制限されざるを得ないだろう。ファシ

リテーターが遊離しないためには、研修体系の充実を含んだ恒常的な技術向上支援、現場活動

のバックアップ体制の制度化、ネットワーク支援、プロセス重視の評価方法の導入、意欲向上

支援、現場活動の政策へのフィードバック体制整備などが必要であろう。ファシリテーターの

恒常的雇用をドナー側が提供することは困難であるが、農村開発に従事する各種フィールドワ

ーカーがセクターや所属先を越えて利用できる「ファシリテーターサポートセンター」のよう

なものを、外部者の支援によって設立することは、ファシリテーターの支援体制構築の一助と

なるのではないだろうか。

■住民活動の支援体制整備

ファシリテーターに対する支援体制と並び、ファシリテーター退任後の住民活動を支援する

体制の整備も肝要である。住民の開発行為を持続させるためには、プロジェクト終了後にどの

ような体制や制度を残せるかが鍵となる。ファシリテーターのフェードアウト手法と、プロジ

ェクトやモデル地域がドナー撤退後に遊離しないための配慮、つまり撤退後の環境整備を踏ま

えた撤退戦略を計画段階から練りこむことが必要であろう。現地側の組織体制の強化、資金源

の確保、制度的な持続性確保のためのシステム構築、そのシステムを維持運営していくための

人材の確保と育成などが検討課題として挙げられる。たとえば NGO がファシリテーターを育成

し、コミュニティーレベルの住民活動を支援するのであれば、ODA はこうして育成されたファ

シリテーターや住民活動を行政システムのなかに位置づけていくための制度作りに努力を傾け

ることも意義があるのではないだろうか。

（4）開発援助プロジェクトへの応用可能性

以上の考察を踏まえ本稿では、「生活改善技術」と「普及方法」をもって住民主体の開発プロ

セスを促進する手法を、「生改型」アプローチと定義する。さらには農村開発に従事するファシ

リテーターが、「生改型」アプローチに基づいて活動できるための「支援体制」、およびファシ

リテーター撤退後の住民活動の「支援体制」を整備することを、「生活改善普及型農村開発アプ

ローチ」として提案できると思われる。
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「生改型」アプローチを採用したファシリテーターの、開発援助プロジェクトへの導入方法を

図要－ 1 にイメージ化した。「生活改善普及型農村開発アプローチ」の JICA のプロジェクトス

キームへの応用可能性としては、企画調査やセクター別プロジェクト立案前の事前調査の段階、

開発調査、提案型案件形成調査等のスキームに用いることが考えられる。また「参加型農村開

発」や「貧困削減」、「復興支援」等、特定の技術的セクターに捉われない、到達目標に柔軟性

があるプロセス重視のスキームにおいて、技術開発と人間開発の両方をバランスよく追求する

「生改型」ファシリテーターの活動可能性が高いものと考えられる。

図要－ 1 「生活改善普及型農村開発アプローチ」の開発援助プロジェクトへの応用

＊「普及方法」には「グループ育成」と「課題解決」が含まれる。
出所：筆者作成
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⑤手を放す期 
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各種専門技術 
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題意識 
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（現地の普及員、フィールドワーカー等） 
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（｢普及方法＊｣＋｢生活改善技術｣） 

住民活動の 
「支援体制」整備 

ファシリテーターの活動の 
「支援体制」整備 

開発ワーカーの活動（専門家やJOCV等） 

プロジェクト第１段階（予備活動） プロジェクト第２段階（本活動） 

課題解決 
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